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1.はじめに
自動車製造業者の国際的な団体である OICA（国際自動車製造者連盟）は，
1995年に『自動車の外部費用（TheExternal Costs of the Motor Vehicle).] 
を公表した。以前より我が国をはじめ諸外国では，自動車利用に対して，「混
雑や環境汚染などの外部費用を利用者が十分負担していないoJとの批判があっ
た。このため，「ピグー税を利用して外部費用を内部化すべきである。すなわ
ち今まで以上に自動車利用者への課税を強化すべきである。」と一部から主張
されてきた。 OICA報告書は，このような意見に対し， 1年単位の静的な計算
ではなく， 1985年から2010年までの25年間にわたり将来動向も含め自動車の外
部費用を試算し，反論したものである。対象国はEUおよびEFTA加盟のヨー
ロッパ諸国，アメリカ，カナダと日本の20カ国である。報告書によれば，調査
対象各国の平均値では， 2005年以降，毎年自動車はその外部費用を上回る額を
負担すると結論づけている t表1参照）。
報告書の中では，我が国のデータはヨーロッパ，アメリカ，カナダの数値を
併せた総計の形で示されている。このため，我が国の現状を明らかにするため，
OICA報告書の仮定をもとに，日本における自動車の社会的費用の算定を試み
た。
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表1 OICA報告書による試算結果
単位：億ECU
西 欧 全 体 アメリカ，カナダ，日本
(A) (B) (B)-(A) 
大気汚染費用 (1995年） 3 2 5 6 4 0 3 1 5 
(a) (2010年） 1 0 2 2 5 0 1 4 8 
』・ー 同ー『－曹由明E ・ーーーーーーー・ーーーーー 『ーー『，－・E ・ーーーーーーーーーーー・ーーーーーーー・F 一ー一一一一一一一ーーーー一一一一一一一ー一一一一一一一ーート均・ー喧・ーーーーーーーーー司ーーーーーーー・圃ー－ーーー
地球温暖化費用（1995年） 1 4 8 4 2 7 2 7 9 
(b) (2010年） 1 2 9 3 7 7 2 4 8 
一一一一一一ーーー一一ー一一一ー一一ー一一一一一一ーー 一一一一一ー一一一ーー－ーーー 一一一一ー一一一一一ーーーーード一一一一ーーーー一一ーー一一
交通事故費用 (1995年） 3 9 7 1 1 4 2 7 4 5 
(c) (2010年） 2 5 0 7 3 2 4 8 2 
道路投資額 (1995年） 6 4 2 2 1 9 9 1 5 5 7 
(d) (2010年） 1 1 5 6 3 9 6 0 2 8 0 4 
社会的費用 (1995年） 1 5 1 2 4 4 0 8 2 8 9 6 
a+ b+c+d=e (2010年） 1 6 3 6 5 3 1 9 3 6 8 3 
利用者負担額 (1995年） 1 6 3 3 3 1 7 9 1 5 4 6 
(f) (2010年） 3 9 1 2 7 6 1 8 3 7 0 6 
差額（注） (1995年） 1 2 1 -1 2 2 9 -1 1 0 8 
(f)-(e) (2010年） 2 2 7 6 2 2 9 9 2 3 
注：差額の数値は，利用者負担額から社会的費用を単純に差しヲ｜いたもの。 OICA報告
書の数値は，インフレ率なとeの補正を行っているため，若干これとは異なる。
2. 自動車の社会的費用の算定項目
OICAは，自動車利用者の負担額と関連支出を長期的に比較することで， 自
動車が社会的総費用を負担しているかを検討している。分析対象は， 1985年か
ら2010年までの25年間にわたる利用者負担額と自動車の社会的費用であり，西
欧（EU及びアイスランドを除く EFTA諸国）及びアメリカ，カナダ，日本が
対象である。日本のデータは，アメリカ，カナダと併せた形で表示されており，
我が国における自動車の社会的費用の負担問題を明らかにするためには，
OICAの分析手法に従い，データの収集と加工を独自に行う必要があった。収
集したデータの詳細は以下で記述する。
なお，外部性の評価に関しては，これまでにも数多くの研究が発表されてい
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る一方，それら既存研究への批判も数多く出されている。今回， OICAは分析
を進めるにあたり、必要な信頼すべきデータを得る金銭的，時間的制約及び，
推計の実施主体である OICAが自動車製造業者の団体であるため，議論に客観
性を持たせる観点から，外部費用の算定にあたっては，既存研究の換算値を用
いて金銭評価を行っているi。本試算も， OICA報告書との比較上，同数値を
用いて分析を進めることにした。
2. 1利用者負担額
OICA報告書では，利用者負担額として自動車所有税，ガソリン，デイーゼ
ル燃料税，燃料税に対する付加価値税，道路使用料金をあげている。これを参
考に，我が国における利用者負担額の項目として，自動車関係諸税（自動車税，
軽自動車税，消費税，自動車重量税，自動車取得税，地方道路税，石油ガス税，
軽油引取税，揮発油税）と自賠責保険，任意保険の支払保険料を取り上げた。
我が国の場合，高速道路をはじめとする有料道路については，建設費と維持費
を利用者が通行料の形で負担している。これらも自動車利用者の負担額に含め
て考えることは可能だが有料道路は原則として建設後40年を経過し，建設費
が償還された段階で無料開放されることになっており，建設費等の諸費用と利
用者負担額は最終的に一致する。このため，計算を簡略化するため両者を相殺
することとし，有料道路の通行料収入は利用者負担額に計上しなかった。なお，
同様の理由から後述される道路インフラへの支出には 有料道路の建設費等は
含めていない。
2. 2 自動車関連支出
自動車に関連する支出としては OICA報告書では3項目を考えている。道
路インフラへの支出，環境費用，交通事故費用である。試算もこの分類にした
がって行った。
道路インフラへの支出としては，交通安全対策費と道路事業費を想定してい
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る。 OICA報告書では，交通安全対策費の内容をかなり広い意味で捕らえてお
り，このように交通安全対策費を包括的に取り上げた我が国の統計数値として，
総務庁が毎年集計し『交通安全白書』で公表している，陸上交通安全対策関係
予算及び地方公共団体が進める交通安全施設整備等に関連する地方交付税，地
方債の額を用いた。道路事業費としては，建設省道路局が編集する『道路統計
年報Jを参考に道路・都市計画街路事業費，災害復旧事業費，失業対策事業費，
その他事業費の総額としたi。なお， OICA報告書では，道路は自動車交通の
円滑化だけでなくより広範囲に便益を及ぼしており，インフラ支出額のすべて
を自動車利用者が負担するのは適当でないと主張している。自動車利用者を原
因としない割合は各国で異なるが，ほぼ20～25パーセントと指摘しており，
OICA報告書は機械的に支出額の80パーセントを自動車利用者が負担すべき額
とみなしている。
日本道路公団，首都高速道路公団，阪神高速道路公団などが管理する有料道
路事業に関わる経費は 利用者負担額の項目と整合性をはかるため含めていな
し＝。
環境費用については， OICA報告書では一酸化炭素（CO），窒素酸化物
(NOx），揮発性有機化合物（VOC），粒子（TPM）の排出量から計算した
「大気汚染費用」と二酸化炭素（C02）排出量から計算した「地球温暖化費用」
を考えている。
大気汚染費用については， OICAでは自動車台数，自動車総走行距離数，平
均燃料消費量をもとに コンビュータを利用してそれぞれの有害物質の排出量
を計算している。しかし，測定に利用したコンビュータソフト「Foremove」
の詳細が不明なため，代替手段として我が国の車種別排出ガスの規制値（ 1 km 
当たりの排出上限値）に車種別の年間走行距離を掛けることで，環境費用を推
計した。なお，排出ガス規制値を利用したため，データの制約から CO,
NOx, TPMについてのみ計算した。排出ガス規制値は新車についての上限値
であるが，我が国の場合，自動車の平均車齢が5年弱（94年3月末現在で4.75
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年）と短いため，近似値として利用可能と考える。 OICA報告書では， ドイツ
のPlancoコンサルテイングの1990年の研究をもとに，それぞれvoeは500倍，
NOxは200倍， TPMは100倍することで一酸化炭素に換算し，一酸化炭素 1ト
ン当たり10エキューとして金銭化を行っている。本試算も同様の手順を踏んだ。
地球温暖化費用については 自動車からの C02排出量を測定した日本自動
車工業会の資料を用いた。 OICAでは金銭化にあたりトン当たり22.5エキュー
という， 1994年の英国王立環境汚染委員会の推定値を利用している。
交通事故費用については，日本自動車工業会発行の『日本の自動車工業』よ
り各年の交通事故死者数と負傷者数をもとめ，これにOICAが用いた損害額，
l人当たり死者は平均65万エキュー，負傷者は 1万5000エキュー（前述
Plan coの研究）を掛けた。さらにOICA報告書では，交通事故費用のうち自
動車に起因するのは事故件数の80パーセントであると指摘しており，先程求め
た値に0.8倍したものを社会的な事故費用とみなした。
なお，エキューから円への換算にあたっては， OICAが報告書を作成した
1990年当時の平均値 1 ECU=183.678円を用いた。
3. 2010年までの自動車の外部費用の予測
OICA報告書の目的は 1990年代までのデータをもとに 技術革新等を考慮
して2010年までの将来予測を行い 長期的にみて自動車利用者が社会的費用を
負担しているか，明らかにすることである。 1990年以降の予測の前提は，以下
のとおりである。
利用者負担額は，近年の傾向をもとに，今後道路課税の強化等により毎年増
大すると予測しており，年3パーセントの増加を見込んでいる。一方，道路イ
ンフラへの支出については，毎年1パーセントの増加を仮定している。この数
値は，インフラ整備が一段落した欧米を念頭においていると考えられ，今後も
大規模な道路投資を進めなければならない我が国の場合 数値が妥当かどうか
疑問もあるが， OICA報告書との比較上，仮定をそのまま用いた。ちなみに，
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OICAでは毎年3パーセントの物価上昇率を見込んでおり，名目上昇率はそれ
ぞれ年約6パーセントと 4パーセントになる。物価水準が落ち着いている我が
国の場合，今後の自動車保有状況の予測や道路投資の伸びを考慮すれば，この
最終的な増加率（ 6パー セント， 4パーセント）は，結果として的外れな数値
ではないかもしれない。大気汚染費用については，現行の法律，今後の技術革
新を前提に毎年5パーセントの減少， 2010年には現在より約60パーセント減少
するとしている。地球温暖化費用についても， C02排出量は，毎年0.7パーセ
ント， 2010年までには計12パーセント減少するものと仮定している。交通事故
費用については， 2010年までに現行水準から32パーセントの減少（毎年2パー
セント減少）を見込んでいる。死者と負傷者では減少率に差はない。
なお，前述のようにOICA報告書では，金銭化に当たり年平均3パーセント
のインフレ率を与えている。我が国の現状を考えると若干インフレ率が高い気
もするが，同様の仮定で分析を進めた。
OICAの将来予測仮定の妥当性については，日本自動車工業会をはじめとす
る関係機関の将来予測値（目標値）と比較して疑問な点もある。筆者も必ずし
も全面的に肯定するわけではないが， OICA報告書データとの比較上，上記仮
定をもとに2010年までの我が国における負担と費用をそれぞれ試算した。
4.社会的費用と利用者負担の試算結果
自動車の社会的費用と利用者負担額を比較するため OICA報告書の仮定
を用いて， 1980年から1992年までの我が国のデータをもとに2010年までの将来
予測を行った（表2，表3参照）。我が国の場合 92年の段階では費用が負担
を2兆5,000億円程度上回っているが，負担増加と費用減少により，西暦2000
年には負担が費用を3億円ほど上回り，その後は2010年まで毎年，負担が費用
を超過する状態が続く。 2010年の超過額は名目で約7兆9,000億円である。
OICA報告書の試算によれば 自動車利用者の負担額と社会的費用を比較し
た場合，西欧，カナダ，日本，米国を併せた平均値では2005年以降，利用者負
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表2 我が国の自動車の社会的費用の試算（実測値）
単位：百万円
（年） 1 9 8 0 1 9 8 1 1 9 8 2 1 9 8 3 
利用者負担A 6218265.0 6364955.0 6731950.0 7056634.0 
インフラ支出 5356447.2 5347036.8 5498049.6 5522411.2 
環境費用 299208.9 294812.3 298848.2 304339.1 
事故費用 2156348.1 2171447.2 2246797.8 2352596.3 
社会的費用合計B 7812004.2 7813296.3 8043695.6 8179346.6 
差し引き（A-B) -1593739.2 -1448341.3 -1311745.6 -1122712.6 
1 9 8 4 1 9 8 5 1 9 8 6 1 9 8 7 1 9 8 8 1 9 8 9 
7405441.0 7816151.0 8257044.0 8654677.0 9125109.0 9714229.0 
5567012.0 5899304.0 6326004.8 7174640.8 7575337.6 8162428.8 
308110.8 316072.6 326240.8 376039.9 396586.2 409897.1 
2304808.5 2386321.1 2459962.7 2484536.6 2647354.7 2854852.8 
8179931.3 8601697.7 9112208.3 10035217.3 10619278.5 11427178.7 
一774490.3 一785546.7 -855164.3 -1380540.3 -1494169.5 -1712949. 7 
1 9 9 0 1 9 9 1 1 9 9 2 
10470469.0 11020631.0 11520903.0 
8751292.8 9233644.8 10571880.8 
430467.1 454849.3 465448.4 
2814237 .2 2846557 .1 2954011.7 
11995997.1 12535051.2 13991340.9 
-1525528.1 -1514420.2 一2470437.9
-7 (179）一
表3 我が国の社会的費用と負担の将来予測
単位：百万円
（年） 1992（実測値） 1 9 9 3 1 9 9 4 1 9 9 5 1 9 9 6 
利用者負担A(3%増加） 11520903.0 12222526.0 12966877.8 13756560.7 14594335.2 
インフラ支出（ 1 %増加） 10571880.8 10997927.6 11441144.1 11902222.2 12381881.7 
大気汚染費用（ 5%減少） 223087.1 218290.7 213597.5 20卯05.1 204511.5 
地球温暖化費用（0.7%減少） 242361.3 247884.7 253534.0 259312.0 265221.8 
事故費用（2 %減少） 2954011.7 2981779.4 3009808.1 3038100.3 3066658.5 
社会的費用合計B 13991340.9 14445882.4 14918083.7 15408639.7 15918273.5 
差し引き（A-B) 一2470437.9一2223356.5一1951205.9一1652079.0-1323938.3 
1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3 
15483130.2 16426052.9 17426399.5 18487667.2 19613566.2 20808032.3 22075241.5 
12880871.6 13399970.7 13939989.5 14501771.1 15086192.5 15694166.0 16326640.9 
200114.5 195812.1 191602.1 187482.7 183451.8 179507.6 175648.2 
271266.2 277448.3 283771.4 290238.5 296853.1 303618.3 310537.8 
3095485.1 3124582.6 3153953.7 3183600.9 3213526.7 3243733.9 3274225.0 
16447737.3 16997813.7 17569316.7 18163093.1 18780024.。19421025.8 20087051.8 
-964607.1 一571760.8 -142917.2 324574.1 お3542.1 1387006.5 1988189.7 
2 0 0 4 2 0 0 5 2 0 0 6 2 0 0 7 2 0 8 2 0 0 9 2 0 1 0 
23419623.7 24845878.8 26358992.8 27964255.5 29667278.6 31474015.9 33390783.5 
16984604.5 17669084.1 18381148.2 19121908.5 19892521.4 20694190.。21528165.9 
171871.7 168176.5 164560.7 161022.6 157560.6 154173.1 150858.4 
317615.0 324853.4 332256.8 339828.9 347573.6 355494.9 363596.6 
3305002.7 3336069.7 3367428.8 3399082.6 3431034.0 3463285.7 3495840.6 
2077卯93.921498183.7 22245394.5 23021842.6 2382鉛89.624667143.6 25538461.4 
2640529.8 3347695.1 4113598.4 4942412.9 5838589.。6806872.3 7852322.1 
インフレ率3%で補正済み
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担額が社会的費用を上回る事となる。我が国の場合，試算からは2000年の段階
で利用者負担額が社会的費用を上回る事となり 対象国全体と比較して日本の
現状が著しくアンバランスではないことを示している（図上 図2参照）。 さ
らに各国との比較では 欧米諸国と比べ我が国の道路インフラ整備が相対的に
図1西欧，カナダ，日本，アメリカにおける道路利用者の負担額と社会的費用の差額
200侃）（）
時∞
100000 
50α）（ 
出典： OICA(1995）より
図2 我が国における道路利用者の負担額と社会的費用の差額
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遅れており，現在もなお高水準の道路投資が行われている現状を考慮する必要
があるD
5.我が国における社会的費用の問題
本節では，我が国における自動車の社会的費用と利用者負担額の項目をそれ
ぞれ細かく検討し，将来の課題を明らかにしたいと思う。まず，道路整備問題
から論じる。我が国の道路整備事業の多くは，受益者負担の立場から，目的税
として徴収された自動車関係諸税の税収を道路建設に再投資することで進めら
れている。このため，システム的に税収と道路事業費はほぼ一致することにな
る。このような仕組みは，世界的には必ずしも普遍的なものでなく，むしろ我
が国制度が持つ長所の一つであろう。交通事故費用についても，社会的費用
（賠償金）の多くは加害者が加入している自賠責保険と任意保険から支払われ
ているため，利用者負担額（自賠責保険及び任意保険の保険料収入）と社会的
費用はほぼ一致している。これら 2項目については，受益者負担の原則がほぼ
確立しており，費用と負担のアンバランスは小さいと結論づけられる。
これに対し，我が国で問題となるのは環境費用の分野である。現在の自動車
関連税制では，今回取り上げた C02,NOx, VOC, TPMなど汚染物質の費用
を自動車利用者が排出量に応じて負担する制度，言い換えれば外部費用を内部
化する仕組みは存在しない。また，今回の分析では対象としていないが，外部
費用の構成要素と通常考えられる渋滞問題への対策として，混雑税などの制度
も採用されていない。 1992年までの実績値の試算では ほぼ環境費用に相当す
る部分が内部化きれることなく残されている。近年は北欧をはじめとするヨー
ロッパ諸国を中心に環境費用を内部化する「環境税」や「C02税」のような税制
が採用されつつあり 導入により排出量の削減など成果も示されている lll0 
また，混雑税についても近年のエレクトロニクスの発達を背景として，技術的
に導入が可能となりつつある。諸外国では シンガポールやオスロなど，既に
混雑税を導入している地域もある。
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今回の分析では，長期的な費用と負担の問題を検討した。 2000年には我が国
でも社会的費用を利用者負担額が上回るとの結論に至ったが，これは利用者負
担が将来強化されるとの仮定（年3パーセントの増加）に依存する側面が強い。
将来，利用者負担額が道路インフラへの支出の伸び以上に増加すると仮定され
ており，その差額で環境費用を償い，利用者負担額と社会的費用が一致，さら
には負担額が費用を上回ることになる。近年，環境税などの制度が実際に導入
されているヨーロッパ諸国では，この仮定はそれなりの現実性を持つであろう。
我が国についても，社会的費用の負担問題を真剣に考えるならば，新たな制度
の導入を考慮する時期にきている。もし，環境税のように環境費用と負担の関
係が明白な制度を採用することなく，現行制度の下で単に課税の強化を行うな
らば，自動車利用者がそれを受けいれるかどうかも含め 我が国では種々の問
題が生じよう。特に，現在のように自動車関係諸税を利用して道路整備を進め
る体制下では，税収の伸びは環境費用の内部化という意図と結び付かず，単に
道路整備を促進し，その結果自動車台数を増加させるだけに終わる可能性もあ
る。この場合，自動車を原因とする環境問題は，課税強化によりさらに悪化す
る恐れさえ十分考えられる。
自動車の社会的費用を内部化するためには，原因者負担の原則にもとづき，
我が国でも環境税のような自動車利用者に汚染物質の排出量に応じて課税する
制度の導入を検討することが，近い将来必要となろう。
6.終わりに
本論文では， OICA報告書をもとに我が国における自動車の社会的費用と利
用者負担の問題を論じるため試算を行った。 OICAの分析仮定をもとにデータ
収集と加工を行った結果，我が国でも西暦2000年には，自動車利用者の負担額
は社会的費用を超過することが示された。西欧諸国と比較して大規模な道路整
備が開始されてからまだ日が浅いうえ，地理的条件等から建設費も多額になり
がちな環境に我が国はおかれている。しかしながら試算結果は，自動車に関わ
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る我が国の社会的費用と負担の関係が，西欧諸国と比較して著しくアンバラン
スな状況下にある訳ではないことを示している。
補論： OICA報告書の問題点
OICA報告書は，自動車の社会的費用について，日本及び西欧諸国の計20カ
国を対象に， 2010年までの長期にわたり，社会的費用と負担問題を検討したも
のである。本論文の目的は，このOICA報告書の分析手法をもとに，我が国の
現状を検討することである。このため，仮定の多くはOICAが採用したものに
依拠したが， OICAが用いた仮定及び分析の前提には問題点も存在する。補論
では， OICA報告書の問題点について大きく 4点ほど論じる。
報告書の問題点として第一に指摘できるのは，将来動向に関する仮定である。
2010年までという長期間を対象としているため 大胆な仮定をもとに分析は進
められている。特に大気汚染や地球温暖化問題，安全性の向上については，技
術革新を前提にかなり楽観的な見通しに立っている。このため，技術進歩の動
向が予測とずれた場合には結論に大きな影響が生じるとともに，果たして想定
しているほどの技術革新が可能かどうか，疑問が残る。
第2の問題点としては，対象となる外部費用の項目が存在する。報告書では，
分析対象として大気汚染費用と地球温暖化費用，交通事故費用の大きく 3項目
が取り上げられている。これら費用は代表的なものであるが，たとえば道路渋
滞に伴う混雑費用等これら以外の項目はすべて無視されており，外部費用が過
小評価されている恐れがある。
第3に， OICA報告書は， 20カ国について統一的な基準のもとで分析を行っ
た点に 1つの特徴があるが歴史社会体制法制度が異なる各国を同列に論
じることには，無理がある。たとえば，我が国の道路整備はいまだ建設途上で
あり，毎年多額の投資資金を必要としている。これを成熟段階にある欧米の現
状と単純に比較することができるのであろうか。環境問題についても，議論の
前提となるガソリン車とデイーゼル車の構成比率などが各国で異なっており，
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関心事項や有効な対応策は各国でまちまちである。
また，第3の問題に関連して，各項目内容の定義づけの問題も指摘できる。
各国の制度が異なるため，たとえば道路投資額1っとっても，そこに含まれる
内容は異なるはずである。正確な比較のためには，それぞれの項目の定義づけ
とその明示が必要だが，報告書ではこの点及ぴデータの出所が必ずしも明確に
なっておらず，事実上ここがブラックボックスになっている。このため，国ご
とに各項目の内訳が異なっている可能性が存在する iv0 
OICA報告書は先進20カ国を対象に， 2010年までの長期的動向を分析するこ
とで，従来からの定説「自動車は社会的費用を十分負担していない。」との主
張を覆す結論に至った大胆な研究であるが，分析には上述のような問題点も存
在する。
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?
i) OICA報告書によれば，それら研究の多くは，「鉄道会社とそのロピイストたちが委託し
て行った（原文）」ものである。
i）災害復旧事業費とは，道路について発生した災害の復旧に当てられたものを指す。失業対
策事業費とは，労働省予算のうち失業者吸収を目的とする道路事業に当てられたもの。その
他事業費とは，防衛施設関連事業，地域改善対策事業など建設省以外の省庁が管轄する予算
で道路事業に当てられた経費と道路法22条， M条， 38条で規定する道路工事に当てられた経
費である。これら事業費の内には，自動車の社会的費用とみなすことに疑問のある項目も含
まれるが，総インフラ支出額の8割のみを自動車関連支出とするため，ここではすべての項
目を道路事業費として計上した。
ii）環境税の詳細については仇「環境政策と税制」などを参照のこと。
iv）たとえば筆者の分析では， OICAは我が国の道路投資額を過大に見積もっている可能性が
ある。
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